
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

150,731

90,214

160,851

119,064

令和元年度決算額（千円）

177,439

49,071

収入内訳

58,375

9,304

計（D）=B+C

141,757

国庫支出金

市債 45,776 16,900

令和元年度額(千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成２９年度額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成２９年度決算額（千円） 平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

100,363 119,457

事 業 名

担当部名 上下水道事業部 担当課名

誰に
（対象者・対

象者数）

下水管渠設備改良事業

下水道事業課

- 6 - 0 - 0

実施方法

市民

実施期間

下水道管渠の流下能力の改善及び延命化を図る。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

年度年度～

持続可能な都市基盤づくりの推進 政策コード 2

昭和21

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

清潔で快適な生活環境の提供

改良・更新が必要な下水管渠の整備

令和元年度
（実施内容） 他事業に関連した下水管渠布設替え工事　L=1,305m

平成２９年度決算額 平成３０年度決算額 令和元年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

管路布設後の経過年数やカメラ調査等による管路状況に基づき、老朽化した下水道管渠の改
良・更新工事を他事業とも連携し実施する。

26,520

0

41,2101,300

0

7801,300

0 0

設計業務委託

補償金

26,7081,34041,394 1,340

00

03,780

令和元年度決算額（千円）平成２９年度決算額（千円）

188

150,731

平成２９年度決算額（千円） 平成３０年度決算額（千円）

18440 40

820

40

150,731

令和元年度決算額（千円）

0

138,612

その他

計（Ｆ）

市負担額一般
財源（E－Ｆ）

平成３０年度決算額（千円）

直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

41,394

100,363 119,457

平成３０年度額(千円）

22,239

平成２９年度決算額（千円）

5,339

0

95,982 119,457

平成３０年度決算額（千円）

601

平成３０年度決算額（千円）

平成２９年度決算額（千円）

0

事業評価シート 1940040 _

改良工事

51,543

001番号

下水道法

直営 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

令和元年度決算額（千円）

5,767

41,210正規職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

アルバイト 184

嘱託職員



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

事業受益者 市民 市民 市民

受益者数 412,254 410,297 408,970

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0% 0.0% 0.0%

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 219 338 291

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 改良・更新工事延長 単位 ｍ

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

目標値 1,050 1,540 2,556

実績値 840 1,021 1,305

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 - 単位 -

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

目標値 - - -

実績値 - - -

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

ストックマネジメント計画に基づく計画により、下水管渠の改
良・更新を図ることで、公平で効率的な更新が可能となる。老
朽管の更新は、計画的かつ市全域に於いて図っていくため、公
平性は高い。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

当事業は、管渠の健全度を維持するために必要な事業であ
る。今後はストックマネジメント計画に基づき、中長期的な視点
で老朽化の進展状況を捉えて、優先順位をつけ点検・調査、修
繕・改築を進めることで、施設管理を最適化しながら進める。さ
らにPDCAの実践によって継続的に計画を見直していく。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

経年劣化等による老朽化した管渠が今後急速に増大するた
め、計画的かつ効率的な老朽化対策の実施が求められる。

インフラの維持管理であるため、事業主体である市が事業を担
う責任がある。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

現場条件や経済性を考慮し費用対効果の高い工法である管
更生を採用するよう努めている。

管更新は管更生、布設替えの他に方法はなく、効率的な工法
を選定している。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高

下水管渠の布設替えや管更生を図ることによって、管渠の健
全度を新設管並みに高めることができる。また、中長期的な改
築シナリオを踏まえ、効果的な修繕・改築を実施することによ
り、ライフサイクルコストの低減が可能となり、有効性は高い。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

209,383

38,422

628,289

63,147

令和元年度決算額（千円）

253,771

155,204

収入内訳

190,624

35,420

42,455

計（D）=B+C

448,095

国庫支出金

市債 276,891 414,166

令和元年度額(千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成２９年度額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成２９年度決算額（千円） 平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

423,185 603,379

事 業 名

担当部名 上下水道事業部 担当課名

誰に
（対象者・対

象者数）

下水道拡張事業（汚水渠）

下水道事業課

- 2 - 0 - 0

実施方法

市民

実施期間

河川の水質改善、側溝からの悪臭防止など生活環境の改善を図る。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

年度年度～

持続可能な都市基盤づくりの推進 政策コード 6

昭和9

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

清潔で快適な生活環境の提供

事業計画区域内の下水道整備率100%

令和元年度
（実施内容）

下水管渠布設
北部処理区 L=1,326m、北東部処理分区 L=97m、その他の処理区 L=836m

平成２９年度決算額 平成３０年度決算額 令和元年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

公共下水道管渠の埋設（汚水渠）

44,200

0

24,726780

0

1,300780

0 0

下水管渠設計業務委託

補償金

44,38882024,910 820

00

5,45221,114

令和元年度決算額（千円）平成２９年度決算額（千円）

188

209,383

平成２９年度決算額（千円） 平成３０年度決算額（千円）

18440 40

1,340

40

203,697

令和元年度決算額（千円）

234

69,517

その他

計（Ｆ）

市負担額一般
財源（E－Ｆ）

平成３０年度決算額（千円）

直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

24,910

423,185 603,379

平成３０年度額(千円）

558,772

平成２９年度決算額（千円）

95,361

0

400,671 542,499

平成３０年度決算額（千円）

1,400

平成３０年度決算額（千円）

平成２９年度決算額（千円）

60,880

事業評価シート 1940040 _

下水管渠布設(汚水)

409,673

49,245

002番号

下水道法、都市計画法

直営 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

令和元年度決算額（千円）

0

90,327

24,726正規職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

アルバイト 184

嘱託職員



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

事業受益者 市民 市民 市民

受益者数 412,254 410,297 408,970

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 93 169 154

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 整備面積 単位 ｈａ

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

目標値 13 15 4

実績値 14 15 6

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 - 単位 -

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

目標値 - - -

実績値 - - -

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
中

市街化調整区域については、事業の採算性が得られる区域を
公共下水道として整備をしている。
受益者負担金は、整備計画区域の事業費を基に適切に算出さ
れており、公平性は考慮されている。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

生活環境の改善などを目的とし、未普及解消のために行うもの
である。しかし、人口減少やコンパクトシティの推進など将来的
に需要が減少していく現状を十分認識し、事業の採算性が得ら
れる地区について、要望に基づき整備するように布設要件や
基準など要綱の改定を行った。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

汚水処理は良好な自然環境を保全するため必要である。市街化調
整区域の公共下水道は、確実な接続が見込め、事業の採算性が得
られる地区を要望に基づいて整備するものであり必要性がある。

公共下水道は、市町村が主体となって実施する事業である。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

現在は市街化区域に隣接した主に集中浄化槽団地を整備しており
効率的である。布設の決定は採算性を考慮して決定しており、費用
対効果は保たれている。

事業の採算性が得られる区域は、公共下水道として市町村が実施す
るのが効率的である。個別処理が有利とされた区域は国、県、市か
らの助成により個人で浄化槽を設置する。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

中

集中浄化槽団地など、要望により下水道接続される区域を整
備するため、即時に効果が現れ、有効性は比較的高いと考え
ている。しかし人口減少や高齢化等による使用水量の減少が
想定されるため、長期的な視点に立って検討する必要がある。



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

事業評価シート 1940040 _

下水管渠布設(汚水)

661,441

309,365

003番号

総合地震対策計画

直営 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

令和元年度決算額（千円）

223,940

65,447

24,726正規職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

アルバイト 138

嘱託職員

29,783

その他

計（Ｆ）

市負担額一般
財源（E－Ｆ）

平成３０年度決算額（千円）

直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

24,864

647,771 674,405

平成３０年度額(千円）

669,486

平成２９年度決算額（千円）

44,001

4,179

612,349 642,146

平成３０年度決算額（千円）

1,456

平成３０年度決算額（千円）

平成２９年度決算額（千円）

28,080下水管渠設計業務委託

補償金

26,66181024,864 810

00

73,67433,966

令和元年度決算額（千円）平成２９年度決算額（千円）

141

627,382

平成２９年度決算額（千円） 平成３０年度決算額（千円）

13830 30

810

30

543,621

令和元年度決算額（千円）

10,087

26,520

0

24,726780

0

780780

0 0

持続可能な都市基盤づくりの推進 政策コード 6

平成20

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

災害時における下水道機能の確保

整備計画区域内の重要な管路の耐震化率100％

令和元年度
（実施内容）

中部処理区の耐震性能を確保するための仕事
中部第1幹線布設　L=1,222m

平成２９年度決算額 平成３０年度決算額 令和元年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

公共下水道管渠の耐震化（汚水渠）

事 業 名

担当部名 上下水道事業部 担当課名

誰に
（対象者・対

象者数）

地震対策事業（汚水渠）

下水道事業課

- 2 - 0 - 0

実施方法

市民

実施期間

震災時に下水の流下機能を確保し、公衆衛生及び生活環境に支障がないようにするとともに、
管きょの破損に伴う土砂流入に起因する道路陥没等を防止する。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

年度年度～

市債 309,449 316,120

令和元年度額(千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成２９年度額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成２９年度決算額（千円） 平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

647,771 674,405 627,382

11,194

699,269

42,743

令和元年度決算額（千円）

654,043

325,555

収入内訳

611,300

61,805

286,545

計（D）=B+C

672,635

国庫支出金



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
中

道路陥没防止による安全確保は、市民全員が受益するもので
あり、整備箇所を含む上流域全体の下水流下機能が確保され
るため、公平性が高い。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

重要幹線等の耐震化は、震災時に道路交通の安全と下水流
下機能の確保のために必要な事業であり、事業の早期完了に
向け、特に優先度の高い区間から事業を進める。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

重要管路の耐震化を図ることで、震災時の道路陥没の防止や
市民の安全が確保されるとともに、下水の流下機能の確保等
に寄与する事業であるため、必要性が高い。

重要なインフラ整備であるため、行政が責任を持って事業を担
う必要がある。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

総合地震対策に基づく重要管路に集中投資して耐震化を図る
ため、効率性は高い。

総合地震対策に基づいた交付金対象事業であり、計画期間内
に事業を完了する最も効率的な方法である。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高
耐震化が図られた分だけ、震災時の破損リスクが低減するた
め、有効性は高い。

目標値 - - -

実績値 - - -

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 - 単位 -

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

目標値 605 1,230 803

実績値 944 605 1,222

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 27 73 105

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 布設延長 単位 ｍ

受益者数 412,254 410,297 408,970

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

事業受益者 市民 市民 市民



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

71,931

1,014

622,706

1,794

令和元年度決算額（千円）

98,451

40,330

収入内訳

96,657

39,852

207,788

計（D）=B+C

525,160

国庫支出金

市債 295,661 323,706

令和元年度額(千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成２９年度額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成２９年度決算額（千円） 平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

500,434 597,980

事 業 名

担当部名 上下水道事業部（基盤整備部） 担当課名

誰に
（対象者・対

象者数）

下水道拡張事業（雨水渠）

河川課

- 2 - 0 - 0

実施方法

市民

実施期間

市街地における浸水被害を軽減し、地域住民の生命及び財産を守る。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

年度年度～

持続可能な都市基盤づくりの推進 政策コード 6

昭和９

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

快適で安全安心な住民生活

6～7年確率（時間雨量56mm/h程度）の降雨に対する排水路整備

令和元年度
（実施内容）

水路築造工事
溝口排水路　L=67.1m、切通排水路　L=88.1m

平成２９年度決算額 平成３０年度決算額 令和元年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

雨水排水路を6～7年確率（時間雨量56mm/h程度）の降雨に対して流下できるよう整備する。

26,52024,726780

0

780780

0

下水道管設計業務委託（雨水）

補償金

26,52078024,726 780

0

41,91214,181

令和元年度決算額（千円）平成２９年度決算額（千円）

0

71,931

平成２９年度決算額（千円） 平成３０年度決算額（千円）

0

780

27,091

令和元年度決算額（千円）

2,928

0

その他

計（Ｆ）

市負担額一般
財源（E－Ｆ）

平成３０年度決算額（千円）

直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

24,726

500,434 597,980

平成３０年度額(千円）

622,706

平成２９年度決算額（千円）

52,549

23,366

478,403 546,833

平成３０年度決算額（千円）

7,850

平成３０年度決算額（千円）

平成２９年度決算額（千円）

27,781

事業評価シート 1940040 _

下水道管布設（雨水）

524,146

246,451

004番号

下水道法、都市計画法

直営 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

令和元年度決算額（千円）

16,475

20,697

24,726正規職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

アルバイト 0

嘱託職員



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

事業受益者 市民 市民 市民

受益者数 412,254 410,297 408,970

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 2 0 4

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 整備延長 単位 m

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

目標値 638 276 160

実績値 470 346 155

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 - 単位 -

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

目標値 - - -

実績値 - - -

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

　公平性
 （受益者及び受益者負担は適正か）

　※【２】【６】【７】から
高

順次、計画的に事業を進めているものであり、浸水被害の軽減
は市民全員が受益するものであり公平性は高い。

 〔総合評価〕
 （現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

過去近年の豪雨により全国的に床上浸水等の甚大な被害が
発生しており、内水被害の減災対策が急務となっている。この
ため、浸水被害解消を目指し、整備促進が必要である。優先順
位や年次計画を見直しながら進める。

　必要性
 （①目的が市民・社会のニーズに合っているか）

 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））

　※【１】【２】から

高

整備を進めることで、浸水被害を軽減し、地域住民の安全度が
向上している。

公共下水道事業のため本市が担う必要がある。

　効率性
 （①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

　　　　　　　　　　　　 （広域・民間活用・市民協働））

　※【１】【３】【４】【５】【６】から

高

本事業を進めることにより浸水被害を軽減し、快適で安全安心
な住民生活に寄与している。

公共下水道（雨水渠）の整備は、計画降雨に対し、内水を排除
するものであり、広域連携や民間活用等により実施するもので
はない。

　有効性
 （期待した効果が得られたか

　又は計画した将来に効果が得られる見込か）

　※【２】【７】から

高 計画降雨に対し、安全に排水する効果が見込まれる。


